〔要　求〕
	13．新型コロナ禍における労働条件の確保

⑴　業務内容や勤務場所、勤務方法の変更にあたっては、事前に交渉、協議を行ったうえで、職員の希望を尊重(前提と)して導入をすること。特に在宅勤務等を行う場合、以下の点に留意すること。
　　①　使用者はＰＣの使用時間の客観的な把握により、労働時間を適切に管理すること。

　　②　時間外・休日・深夜労働は原則的に行わないこと。

　　③　所定労働時間を超える労働については、割増賃金を支給すること。

　　④　在宅勤務等で必要とされる備品については、使用者の負担として確保すること。

　　⑤　勤務状況が見えにくいことをもって、成果主義型の人事評価、不当な人事評価を行わないこと。

　　⑥　情報セキュリティ対策について、規程等の整備を行うこと。

⑵　新型コロナ禍での各種労働条件について、以下の措置を講ずること。
①　職員が新型コロナに感染をした場合は、職専免として取り扱うこと。また、感染が疑われる場合、勤務をしないことがやむを得ないと認められる場合等については、有給の特別休暇とすること。

②　職員のワクチン接種、およびそれにともなう発熱などの症状がみられる場合には、常勤・非常勤を問わず、必要な期間について職専免または特別休暇で対応すること。

③　ワクチン接種は、あくまで本人の意思に基づき接種するものであることから、職場で接種を強制したり、接種を受けていない人に差別的な取り扱いをしないこと。

④　妊娠中の女性職員については業務の軽減等の配慮を行うこと。

⑤　新型コロナ対策に従事した職員について、防疫等作業手当を支給すること。

⑥　政府の要請などによって、休校、施設の閉館等を余儀なくされる場合も業務内容の変更等により柔軟に対応し、職員の働く場を確保すること。やむを得ず休業させる場合であっても給与の全額を休業手当等として支給すること。

⑦　ワクチン接種業務に関連する長時間労働の状況を点検するとともに、その結果を踏まえ体制を見直し、人員確保など必要な対応をはかること。

⑧　職場における感染拡大を防止するため、換気の徹底、飛沫感染防止のための備品の購入等、実態に応じた職場環境の整備を行うこと。


〔解　説〕
⑴　在宅勤務においては、仕事と私生活が場所的に混在することから、プライバシーの侵害となることのないよう適切な配慮を必要とするとともに、長時間労働を招きやすいことなども指摘されていることから、適切な勤務時間管理を行う必要があります。在宅勤務においても、事業場内で勤務する場合と同様に、労働基準法、労働安全衛生法などの労働基準関係法令は適用されています。そのため、使用者は原則として、労働時間を適切に管理する責務を有しており、労働時間を適正に把握する方法としては、「労働時間の適正な把握のために使用者が講ずべき措置に関するガイドライン(厚生労働省)」に基づき、パソコンの使用時間の記録等の客観的な記録によることが必要と考えられます。ただし、①情報通信機器が、使用者の指示により常時通信可能な状態におくこととされていないこと。具体的には情報通信機器をつうじた使用者の指示に即応する義務がない状態であること、②随時使用者の具体的な指示に基づいて業務を行っていないこと。

　以上の要件を満たす場合は、使用者の具体的な指揮監督が及ばず、労働時間を算定することが困難とされ、「事業場外みなし労働時間制」を適用することも可能とされています。

　この場合においても、所定労働時間以外の勤務にあたっては、事前命令を徹底することとし、所定労働時間以外の勤務に対しては、時間外勤務手当の支給をするなど、労使交渉により予め具体的に定めておく必要があります。

⑵　在宅勤務等における備品については、ＰＣ、WiFi等が最低限必要と考えられます。セキュリティ対策については、ウイルス対策ソフトやログイン時のワンタイムパスワードの導入、ＯＳのアップデートといったハード面と、利用端末の管理方法や庁内ネットワークへのアクセス方法、情報漏洩等緊急時の対応体制の整備といったソフト面の双方から講じることが必要です。

⑶　国家公務員については人事院規則において、常勤・非常勤問わず、職員が新型コロナに感染した場合はもとより、職員またはその親族に発熱等の風邪症状が見られる場合等においても職専免、特別休暇とするとしており、総務省も通知において各自治体において同様の対応をするよう求めています。
　　また、ワクチン接種、副反応についても、職務専念義務免除や特別休暇の扱いとするよう求めています。
⑷　新型コロナの感染拡大による、学校や公共施設の休校・休業にともなっては、当初、一部の自治体においては、臨時・非常勤等職員が勤務を要しない日として「無給」の状態におかれる事例が発生しました。総務省、文科省より通知等が発出され、職員の業務内容や勤務場所、勤務方法の変更といった柔軟な対応によって引き続き業務に従事させるなど、非常勤職員を含む職員全体の働く場の確保をはかるよう要請されています。こうしたことを踏まえ、今後、同様の事態となった場合の業務体制の確保について協議し、確認しておくことが重要です。
新型コロナの発症とワクチン接種にともなう休暇等の国の取り扱い
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自治労道本部賃金労働部作成
	区分
	要件等
	取り扱い（職専免、休暇、就業禁止）

	職　員
	新型コロナウイルス感染症に感染した
	
	※人事院規則10-4第24条の規定に基づく就業禁止の措置により「職務専念義務の免除」非常勤職員も含む（有給）

	
	所管保健所により濃厚接触者とされた（職場や家庭に感染した者がいる場合等）
	濃厚接触者とされた職員又は濃厚接触者とされた者と同居する職員に対し自宅待機を要請し、当該職員が出勤を自粛する場合
	使用者側として出勤を控えさせたい場合には、職務命令としての在宅勤務を命ずることができる

	
	発熱等の風邪症状が見られる
	人事院通知では、発熱等の風邪症状が見られる職員の場合
	「特別休暇(出勤困難)」非常勤職員を含む（有給）

	
	検疫法に規定する停留の対象となった
	－
	「特別休暇(出勤困難)」非常勤職員を含む（有給）

	
	ワクチン接種
（会場までの往復含む）
	医療従事者など
	業務遂行上、必要な行為のため休暇等の手続きの必要なし

非常勤職員も含む（有給）

	
	
	その他の職員
	「職務専念義務の免除」
非常勤職員も含む（有給）

	
	接種にかかる副反応
	
	（必要な期間）職務専念義務の免除
※特別休暇とすることも可能

非常勤職員も含む（有給）

	親族等
	発熱等の風邪症状が見られる
	厚労省は、風邪の症状や37.5度以上の発熱が４日以上続く者は、相談センターに連絡する目安している。人事院の通知では、発熱等の風邪症状が見られる親族等の場合
	「特別休暇(出勤困難)」非常勤職員を含む（有給）

	
	小学校、中学校、高等学校、特別支援学校等の臨時休業その他の事情がある
	子の世話を行う職員が、当該世話を行うため勤務しないことがやむを得ないと認められる場合
	「特別休暇(出勤困難)」非常勤職員を含む（有給）
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